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明 細 書

発明の名称 ：粘着剤組成物

技術分野

[0001 ] 本発明は、粘着剤組成物に関する。詳細には、本発明は、海水中での使用

に適 した粘着剤組成物に関する。このような粘着剤組成物は、例えば、水中

構造物 （船舶、ブイ、港湾設備、海上油田設備、発電所冷却水用の水路、ェ

場冷却水用の水路、水上浮遊通路など）に水中生物が付着 して繁殖すること

を防止するための、水生生物付着防止粘着テープに用い得る。

背景技術

[0002] 船舶などの水中構造物は、海水に接触する部分において、フジッボ、カキ

、厶ラサキイガイ、ヒドラ、セルブラ、ホヤ、コケムシ、ァ才サ、ァ才ノリ

、付着珪藻などの海洋生物が付着 して繁殖 し、流体抵抗の増加や熱伝導性の

低下といつた設備機械性能の低下や、付着 した海洋生物の海外への拡散など

、好ましくない状態を引き起こしている。また、付着 した海洋生物を除去す

る作業には大きな労力と膨大な時間が必要であり、経済的な損失を被ってい

る。

[0003] 上記のような被害を防止するため、従来、防汚塗料が水中構造物に塗装さ

れている。防汚塗料には、古くは有機スズ化合物や現在では亜酸化銅などの

毒性防汚剤が含まれている。防汚塗料の毒性によって海洋生物の付着成長は

ほぼ抑制できるが、有機スズ化合物や亜酸化銅などの毒性防汚剤は人体や環

境に少なからず悪影響を与えるため、長期的にみれば深刻な問題となる。ま

た、防汚塗料を塗装後に乾燥させる際には、 3 0 重量％程度の有機溶剤 （V

O C ) が揮発 し、作業環境や周辺の環境に悪影響を与えている。スプレー式

塗装では、 V O C の大気中への排出の他に、塗料の 1 0 重量％~ 2 0 重量％

は風により周囲に飛散 していると言われている。一方で、長年使用 した防汚

塗料を塗り替える際には、古くなつた防汚塗料をサンドプラス 卜や金属研磨

機で剥離するが、その際に、有機スズ化合物や亜酸化銅などの毒性防汚剤を



含んだ大量の塗膜片が周囲に飛散して作業者や環境に悪影響を与えると共に

、剥離した防汚塗料は産業廃棄物として処理されるため、大きな問題となつ

ている。

[0004] 以上のように、これまでの防汚塗料では、海洋生物に対する付着阻害効果

はあるものの、人体や環境に対して大きな悪影響があり、多くの問題が解決

されないまま現在に至っているのが現状である。

[0005] そこで、天然ゴムや合成ゴムのエラストマ一を主成分とする粘着剤と銅箔

とをプライマ一を介して貼り合わせた粘着テープが提案されている （特許文

献 1、 2 参照）。このような粘着テープにおいては、海洋生物の付着抑制を

銅箔の銅成分によって実現させている。

[0006] 従来、粘着テープを海水中で使用すると、粘着層が海水と接触することに

よつて被着体への粘着力が低下してしまい、使用中に粘着層が被着体から剥

離してしまうという問題があった。しかし、特許文献 1、 2 に提案されてい

る粘着テープは、 F R P板に対するピール接着力が2 . 6 k g / 2 5 m mま

たは7 . 5 k g / 2 5 m m (プライマ一前処理後）と非常に大きく設計され

ており、海水中での使用中に粘着層が被着体から剥離してしまうという問題

を回避している。ところが一方で、必要以上に粘着層の全体としてのピール

接着力が高くなつてしまい、使用後の粘着テープを貼り替える場合に粘着テ

—プが人力で容易に剥がれ難く、結局、削り取るなどの行為が必要なため、

大きな労力が必要となるという問題が生じる。

[0007] すなわち、海水中での使用に適した粘着テープの粘着層に用い得る粘着剤

組成物には、海水中での使用中に被着体から剥離し難いという特性と、海水

中での使用後に被着体から再剥離し易いという特性とを、互いにバランス良

く両立できることが求められる。

先行技術文献

特許文献
[0008] 特許文献1 ：特公昭 6 3 —6 2 4 8 7 号公報

特許文献2 ：特公平 1 — 5 4 3 9 7 号公報



発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0009] 本発明の課題 は、海水 中での使用中に被着体か ら剥離 し難 い とい う特性 と

、海水 中での使用後 に被着体か ら再剥離 し易い とい う特性 とを、互 いにバ ラ

ンス 良 く両立で きる、海水 中での使用 に適 した粘着剤組成物 を提供 すること

にある。 また、 そのような粘着剤組成物 か らなる粘着層 を含む水生生物付着

防止粘着テー プを提供 することにある。

課題を解決するための手段

[001 0] 本発明の粘着剤組成物 は、

海水 中での使用 に適 した粘着剤組成物 であ って、

海水 中に浸漬することによつて初期弾性率 が上昇する。

[001 1] 好 ま しい実施形態 においては、本発明の粘着剤組成物 は、 6 0 °C の海水 に

7 日間浸潰 した後 の初期弾性率 （c ) の、浸漬前 の初期 の初期弾性率 （a )

に対する上昇率 （（c ) ( a ) ) が、 1 . 1 倍 〜 1 0 0 倍 である。

[001 2] 好 ま しい実施形態 においては、本発明の粘着剤組成物 は、 6 0 °C の海水 に

7 日間浸潰 した後 のナ ノイ ンデ ンタ一による弾性率 （c ) の、浸漬前 の初期

のナ ノイ ンデ ンタ一による弾性率 （a ) に対する上昇率 （（c ) / ( a ) )

が、 1 . 1 倍 〜 1 0 0 倍 である。

[001 3] 好 ま しい実施形態 においては、本発明の粘着剤組成物 は、 6 0 °C の海水 に

7 日間浸潰 した後 の 1 8 0 度 ピール接着力 （c ) の、浸漬前 の初期 の 1 8 0

度 ピール接着力 （a ) か らの変化量 （（c ) - ( a ) ) が、 0 . 5 N Z 2 0

m m ~ 4 0 N / 2 0 m m である。

[0014] 好 ま しい実施形態 においては、本発明の粘着剤組成物 は、 カルボキシル基

含有 ァク リル系ポ リマーを主成分 と し、該 カルボキシル基含有 ァク リル系ポ

リマ一を構成 する全 モ ノマ一成分 中のカルボキシル基含有 モ ノマ一の含有割

合が 3 0 重量％未満である。

[001 5] 好 ま しい実施形態 においては、上記 カルボキシル基含有 アク リル系ポ リマ

—を構成 する全 モ ノマー成分 中のカルボキシル基含有 モ ノマーの含有割合が



0 . 5 重量％~ 2 5 重量％である。

[001 6] 好ま しい実施形態においては、本発明の粘着剤組成物は、定荷重試験にお

いて、純水中の剥離速度よりも海水中の剥離速度のほうが遅い。

[001 7 ] 本発明の水生生物付着防止粘着テープは、本発明の粘着剤組成物か らなる

粘着層 と基材層を含む。

[001 8 ] 好ま しい実施形態においては、上記基材層の粘着層の反対側に防汚層を有

する。

発明の効果

[001 9] 本発明によれば、海水中での使用中に被着体か ら剥離 し難いという特性 と

、海水中での使用後に被着体か ら再剥離 し易いという特性 とを、互いにバラ

ンス良 く両立できる、海水中での使用に適 した粘着剤組成物を提供すること

ができる。 また、そのような粘着剤組成物か らなる粘着層を含む水生生物付

着防止粘着テープを提供することができる。

図面の簡単な説明

[0020] [ 図 1] 本発明の水生生物付着防止粘着テープの一例の概略断面図である。

発明を実施するための形態

[0021 ] 本発明の粘着剤組成物は、海水中での使用に適 した粘着剤組成物である。

[0022] 本発明の粘着剤組成物は、初期弾性率 （S _ S カープによる初期弾性率）

について、 6 0 °C の海水に 7 日間浸潰 した後の初期弾性率 （c ) の、浸漬前

の初期の初期弾性率 （a ) に対する上昇率 （（c ) / ( a ) ) が、好ま しく

は 1 . 1 倍〜 1 0 0 倍であ り、より好ま しくは 1 . 2 倍〜 8 0 倍であ り、さ

らに好ま しくは 1 . 5 倍〜 5 0 倍である。上記上昇率が 1 . 1 倍〜 1 0 0 倍

であることにより、本発明の粘着剤組成物は、海水中での使用中に被着体か

ら剥離 し難いという特性 と、海水中での使用後に被着体か ら再剥離 し易いと

いう特性 とを、互いにバランス良 く両立できる。

[0023] 本発明の粘着剤組成物は、ナノインデンタ一による弾性率について、 6 0

°C の海水に 7 日間浸潰 した後の弾性率 （c ) の、浸漬前の初期の弾性率 （a

) に対する上昇率 （（c ) / ( a ) ) が、好ま しくは 1 . 1 倍〜 1 0 0 倍で



あり、より好ましくは 1 . 2 倍〜 8 0 倍であり、さらに好ましくは 1 . 5 倍

~ 5 0 倍である。上記上昇率が 1 . 1 倍〜 1 0 0 倍であることにより、本発

明の粘着剤組成物は、海水中での使用中に被着体から剥離 し難いという特性

と、海水中での使用後に被着体から再剥離 し易いという特性とを、互いにバ

ランス良く両立できる。

[0024] 本発明の粘着剤組成物は、 2 3 °C、 6 5 % R H において F R P板に対する

1 8 0 度 ピール接着力について、 6 0 °Cの海水に 7 日間浸漬 した後の 1 8 0

度 ピール接着力 （c ) の、浸漬前の初期の 1 8 0 度 ピール接着力 （a ) から

の変化量 （（c ) - ( a ) ) が、好ましくは0 . 5 N / 2 0 m m~ 4 0 N /

2 0 m mであり、より好ましくは 1 N / 2 0 m m~ 3 0 N / 2 0 m mであり

、さらに好ましくは 2 2 0 ~ 2 0 〜 2 0 でぁる。上記変化量

が 0 . 5 N / 2 0 m m~ 4 0 N / 2 0 m mであることにより、本発明の粘着

剤組成物は、海水中での使用中に被着体から剥離 し難いという特性と、海水

中での使用後に被着体から再剥離 し易いという特性とを、互いにバ ランス良

く両立できる。

[0025] 本発明の粘着剤組成物は、好ましくは、定荷重試験において、純水中の剥

離速度よりも海水中の剥離速度のほうが遅い。定荷重試験については、後述

する。定荷重試験において、純水中の剥離速度よりも海水中の剥離速度のほ

うが遅いことによって、本発明の粘着剤組成物は、海水中での使用中に被着

体から剥離 し難いという特性をより一層発現できる。

[0026] 本発明の粘着剤組成物は、ゲル分率について、 6 0 °Cの海水に 7 日間浸漬

した後のゲル分率は、浸漬前の初期のゲル分率と比較 して上昇する。このこ

とより、本発明の粘着剤組成物は、海水中での使用中に被着体から剥離 し難

いという特性と、海水中での使用後に被着体から再剥離 し易いという特性と

を、互いにバランス良く両立できる。

[0027] 本発明の粘着剤組成物は、好ましくは、カルボキシル基含有アクリル系ポ

リマーを主成分とする。本発明の粘着剤組成物中のカルボキシル基含有ァク

リル系ポリマーの含有割合は、好ましくは 5 0 重量％~ 0 0 重量％であり



、より好ましくは 7 0 重量％~ 9 9 重量％、さらに好ましくは 9 0 重量％~

9 8 重量％である。本発明の粘着剤組成物中のカルボキシル基含有ァクリル

系ポリマーの含有割合が上記範囲内に収まることにより、本発明の粘着剤組

成物は、海水中での使用中に被着体から剥離 し難いという特性と、海水中で

の使用後に被着体から再剥離 し易いという特性とを、互いにバランス良く両

立できやすくなる。

[0028] カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、好ま

しくは、直鎖または分岐鎖状の炭素数 1 ~ 2 0 のアルキル基を有する （メタ

) アクリル酸アルキルエステルを含有する。このような （メタ）アクリル酸

アルキルエステルは、 1種のみであっても良いし、 2 種以上であっても良い

。なお、本明細書において、 「（メタ）アクリル」とはアクリルおよび/ ま

たはメタクリルを意味 し、 「（メタ）ァクリレー 卜」とはァクリレー 卜およ

び/ またはメタクリレ一 卜を意味する。

[0029] カルボキシル基含有ァクリル系ポリマ一を構成する全モノマ一成分中の、

直鎖または分岐鎖状の炭素数 1 ~ 2 0 のアルキル基を有する （メタ）ァクリ

ル酸アルキルエステルの含有割合は、好ましくは 5 0 重量％以上であり、よ

り好ましくは 5 0 重量％~ 9 9 . 9 重量％であり、さらに好ましくは 6 0 重

量％~ 9 9 重量％であり、さらに好ましくは 7 0 重量％~ 9 8 重量％であり

、特に好ましくは 7 0 重量％~ 9 5 重量％であり、最も好ましくは 7 0 重量

% ~ 9 3 重量％である。カルボキシル基含有ァクリル系ポリマ一を構成する

全モノマー成分中の、直鎖または分岐鎖状の炭素数 1 ~ 2 0 のアルキル基を

有する （メタ）アクリル酸アルキルエステルの含有割合が上記範囲内に収ま

ることにより、本発明の粘着剤組成物は、海水中での使用中に被着体から剥

離 し難いという特性と、海水中での使用後に被着体から再剥離 し易いという

特性とを、互いにバランス良く両立できやすくなる。

[0030] 炭素数 1 ~ 2 0 のアルキル基を有する （メタ）アクリル酸アルキルエステ

ルとしては、例えば、 （メタ）アクリル酸メチル、 （メタ）アクリル酸ェチ

ル、 （メタ）アクリル酸プロピル、 （メタ）アクリル酸イソプロピル、 （メ



タ）アク リル酸 プチル、 （メタ）アク リル酸 イソプチル、 （メタ）アク リル

酸 S —プチル、 （メタ）アク リル酸 t —プチル、 （メタ）アク リル酸ペ ンチ

ル、 （メタ）アク リル酸 イソペ ンチル、 （メタ）アク リル酸へキシル、 （メ

タ）アク リル酸へ プチル、 （メタ）アク リル酸才 クチル、 （メタ）アク リル

酸 2 —ェチルへキシル、 （メタ）アク リル酸 イソ才 クチル、 （メタ）ァク リ

ル酸 ノニル、 （メタ）アク リル酸 イソノニル、 （メタ）アク リル酸デシル、

(メタ）アク リル酸 イソデシル、 （メタ）アク リル酸 ゥンデシル、 （メタ）

アク リル酸 ドデシル、 （メタ）アク リル酸 トリデシル、 （メタ）アク リル酸

テ トラデシル、 （メタ）アク リル酸ペ ンタデシル、 （メタ）アク リル酸へキ

サデシル、 （メタ）アク リル酸ヘ プタデシル、 （メタ）アク リル酸才 クタデ

シル、 （メタ）アク リル酸 ノナデシル、 （メタ）アク リル酸エイコシルな ど

が挙 げ られる。 （メタ）アク リル酸 アルキルエステルが有するアルキル基の

炭素数 は、好 ま しくは 2 ~ 1 4 であ り、 よ り好 ま しくは 2 ~ 1 0 である。

[0031 ] カルボキシル基含有 アク リル系ポ リマ一を構成するモノマ 一成分は、炭素

数 1 ~ 2 0 のアルキル基 を有する （メタ）アク リル酸 アルキルエステル以外

の、 （メタ）アク リル酸エステル を含有 していても良い。 このような （メタ

) アク リル酸エステルは、 1 種のみであ っても良い し、 2 種以上であ っても

良い。 このような （メタ）アク リル酸エステル と しては、例 えば、 シクロべ

ンチル （メタ）ァク リレー 卜、 シクロへキシル （メタ）ァク リレー 卜、 イソ

ボルニル （メタ）ァク リレ一 卜等の脂環式炭化水素基 を有する （メタ）ァク

リル酸エステル ；フ I ニル （メタ）ァク リレー 卜等の芳香族炭化水素基 を有

する （メタ）アク リル酸エステル ；テルペ ン化合物誘導体 アル コールか ら得

られる （メタ）アク リル酸エステル ；な どが挙 げ られる。

[0032] カルボキシル基含有 アク リル系ポ リマ 一 を構成するモノマ 一成分は、 カル

ボキシル基含有 モ ノマ 一 を含有する。 このような力ルポキシル基含有 モ ノマ

—は、 1 種のみであ っても良い し、 2 種以上であ っても良い。 カルボキシル

基含有 ァク リル系ポ リマ 一 を構成するモノマ 一成分がカルボキシル基含有 モ

ノマ ー を含有することによ り、本発明の粘着剤組成物 は、海水中での使用中



に被着体から剥離 し難いという特性と、海水中での使用後に被着体から再剥

離 し易いという特性とを、互いにバランス良く両立できやすくなる。

[0033] カルボキシル基含有ァクリル系ポリマ一を構成する全モノマ一成分中の力

ルポキシル基含有モノマーの含有割合は、好ましくは3 0 重量％未満であり

、より好ましくは0 . 5 重量％~ 2 5 重量％であり、さらに好ましくは 1重

量％~ 2 0 重量％であり、特に好ましくは 1 . 5 重量％~ 8 重量％であり

、最も好ましくは 2 重量％~ 1 5 重量％である。カルボキシル基含有ァクリ

ル系ポリマ一を構成する全モノマ一成分中のカルボキシル基含有モノマーの

含有割合が上記範囲内に収まることにより、本発明の粘着剤組成物は、海水

中での使用中に被着体から剥離 し難いという特性と、海水中での使用後に被

着体から再剥離 し易いという特性とを、互いにバランス良く両立できやすく

なる。

[0034] カルボキシル基含有モノマ一 としては、例えば、アクリル酸、メタクリル

酸、カルボキシェチルァクリレ一 卜、カルボキシペンチルァクリレー 卜、ィ

タコン酸、マレイン酸、フマル酸、クロ 卜ン酸、イソクロ 卜ン酸などが挙げ

られる。カルボキシル基含有モノマ一 としては、これらの中でも、好ましく

は、ァクリル酸、メタクリル酸が挙げられ、より好ましくは、ァクリル酸が

挙げられる。

[0035] カルボキシル基含有アクリル系ポリマ一を構成するモノマ一成分は、その

他のモノマ一を含有 していても良い。このようなその他のモノマ一は、 1種

のみであっても良いし、 2 種以上であっても良い。このようなその他のモノ

マ一 としては、例えば、 （メタ）アクリル酸 ヒドロキシェチル、 （メタ）ァ

クリル酸 ヒドロキシプロピル、 （メタ）アクリル酸 ヒドロキシプチル、 （メ

タ）アクリル酸 ヒドロキシへキシル、 （メタ）アクリル酸 ヒドロキシ才クチ

ル、 （メタ）アクリル酸 ヒドロキシデシル、 （メタ）アクリル酸 ヒドロキシ

ラウリル、 （4 —ヒドロキシメチルシクロへキシル）メチルメタクリレ一 卜

等の水酸基含有モノマー ；無水マレイン酸、無水ィタコン酸等の酸無水物基

含有モノマ一 ；スチレンスルホン酸、ァリ一ルスルホン酸、 2 _ (メタ）ァ



ク リル ア ミ ド一 2 _ メ チル プ ロパ ンスル ホ ン酸 、 （メ タ） ア ク リル ア ミ ドプ

口パ ンスル ホ ン酸 、 スル ホ プ ロ ピル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 （メ タ） ァ ク リ

ロイル 才 キ シ ナ フ タ レンスル ホ ン酸等 の スル ホ ン酸基含 有 モ ノマ 一 ；2 — ヒ

ドロキ シ ェ チル ァ ク リロイル ホ ス フ エ一 卜等 の リン酸基含 有 モ ノマ 一 ； （メ

タ） ア ク リル ア ミ ド、 N ， N —ジ メチル （メ タ） ア ク リル ア ミ ド、 N ， N -

ジ ェ チル （メ タ） ア ク リル ア ミ ド、 N —イ ソ プ ロ ピル （メ タ） ア ク リル ア ミ

ド、 N — プチル （メ タ） ア ク リル ア ミ ド、 N — メチ ロール （メ タ） ア ク リル

ア ミ ド、 N —メチ ロール プ ロパ ン （メ タ） ア ク リル ア ミ ド、 N —メ トキ シ メ

チル （メ タ） ア ク リル ア ミ ド、 N — プ トキ シ メチル （メ タ） ア ク リル ア ミ ド

等 の （N —置 換 ） ア ミ ド系 モ ノマ 一 ；N — ( メ タ） ァ ク リロイル 才 キ シ メチ

レンス クシ ンイ ミ ド、 N — ( メ タ） ァ ク リロイル _ 6 _ 才 キ シへ キサ メチ レ

ンス クシ ンイ ミ ド、 N — ( メ タ） ァ ク リロイル _ 8 _ 才 キ シへ キサ メチ レン

ス クシ ンイ ミ ド等 の ス クシ ンィ ミ ド系 モ ノマ 一 ；N —シ ク ロへ キ シル マ レイ

ミ ド、 N —イ ソ プ ロ ピル マ レイ ミ ド、 N — ラ ウ リル マ レイ ミ ド、 N — フ エ二

ル マ レイ ミ ド等 の マ レイ ミ ド系 モ ノマ 一 ；N — メチル イ タ コ ンィ ミ ド、 N —

ェ チル イ タ コ ンイ ミ ド、 N — プチル イ タ コ ンイ ミ ド、 N —才 クチル イ タ コ ン

イ ミ ド、 N — 2 —ェ チル へ キ シル イ タ コ ンイ ミ ド、 N —シ ク ロへ キ シル イ タ

コ ンイ ミ ド、 N — ラ ウ リル イ タ コ ンイ ミ ド等 の イ タ コ ンィ ミ ド系 モ ノマ 一 ；

酢 酸 ビニル 、 プ ロ ピオ ン酸 ビニル 等 の ビニル エ ステ ル 類 ；〜 _ ビニル _ 2 _

ピロ リ ドン、 N — メチル ビニル ピロ リ ドン、 N — ビニル ピ リジ ン、 N — ビニ

ル ビペ リ ドン、 N — ビニル ピ リミジ ン、 N — ビニル ビペ ラ ジ ン、 N — ビニル

ピラ ジ ン、 N — ビニル ピロ一ル 、 N — ビニル イ ミダ ゾ一ル 、 N — ビニル 才 キ

サ ゾ一ル 、 N — ( メ タ） ァ ク リロイル _ 2 _ ピロ リ ドン、 N — ( メ タ） ァ ク

リロイル ビペ リジ ン、 N — ( メ タ） ァ ク リロイル ピロ リジ ン、 N — ビニル モ

ル ホ リン等 の窒 素 含 有 複 素 環 系 モ ノマ 一 ；N — ビニル カル ボ ン酸 ア ミ ド類 ；

N - ビニ ル カ プ ロラ ク タム等 の ラ ク タム 系 モ ノマ 一 ；ア ク リロニ トリル 、 メ

タ ク リロ二 トリル 等 の シ ァ ノア ク リ レー 卜モ ノマ 一 ； （メ タ） ア ク リル 酸 ァ

ミ ノェ チル 、 （メ タ） ア ク リル 酸 N ， N —ジ メチル ア ミ ノエ チル 、 （メ タ）



アクリル酸N， N —ジメチルアミノエチル、 （メタ）アクリル酸 t —プチル

アミノエチル等の （メタ）アクリル酸アミノアルキル系モノマ一 ；（メタ）

アクリル酸メトキシェチル、 （メタ）アクリル酸エトキシェチル等の （メタ

) アクリル酸アルコキシアルキル系モノマ一 ；スチレン、 —メチルスチレ

ン等のスチレン系モノマ一 ；（メタ）アクリル酸グリシジル等のエポキシ基

含有アクリル系モノマ一 ；（メタ）アクリル酸ポリエチレングリコール、 （

メタ）ァクリル酸ポリプロピレングリコ一ル、 （メタ）ァクリル酸メトキシ

エチレングリコ一ル、 （メタ）ァクリル酸メトキシポリプロピレングリコ一

ル等のグリコール系アクリルエステルモノマ一 ；（メタ）アクリル酸テトラ

ヒドロフルフリル、フッ素 （メタ）ァクリレー卜、シリコーン （メタ）ァク

リレー卜等の複素環、ハロゲン原子、ケィ素原子等を有するアクリル酸エス

テル系モノマ一 ；イソプレン、ブタジエン、イソプチレン等の才レフィン系

モノマ一 ；メチルビ二ルェ一テル、ェチルビ二ルェ一テル等のビニルェ一テ

ル系モノマ一、チ才グリコール酸 ；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル等のビ

ニルエステル類 ；スチレン、ビニル トルエン等の芳香族ビニル化合物 ；ェチ

レン、ブタジエン、イソプレン、イソプチレン等の才レフィン又はジェン類

；ビニルアルキルエーテル等のビニルエーテル類 ；塩化ビニル ；（メタ）ァ

クリル酸メトキシェチル、 （メタ）アクリル酸エトキシェチル等 （メタ）ァ

クリル酸アルコキシアルキル系モノマ一 ；ビニルスルホン酸ナ卜リゥ厶等の

スルホン酸基含有モノマ一 ；シクロへキシルマレイミド、イソプロピルマレ

イミド等のイミド基含有モノマ一 ；2 _ イソシアナ一卜ェチル （メタ）ァク

リレー卜等のイソシァネ一卜基含有モノマ一 ；フッ素原子含有 （メタ）ァク

リレー卜；ケィ素原子含有 （メタ）ァクリレー卜；などが挙げられる。

[0036] カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、得ら

れるポリマーの凝集力を調整する等を目的として、必要に応じて、多官能性

モノマ一を含有していても良い。このような多官能性モノマ一は、 1種のみ

であっても良いし、 2 種以上であっても良い。

[0037] 多官能性モノマ一としては、例えば、 （ポリ）エチレングリコ一ルジ （メ



タ）ァクリレー 卜、 （ポリ）プロピレングリコ一ルジ （メタ）ァクリレー 卜

、ネオペンチルダリコ一ルジ （メタ）ァクリレー 卜、ペンタエリスリ卜一ル

ジ （メタ）ァクリレ一 卜、ペンタエリスリ卜一ル トリ （メタ）ァクリレ一 卜

、ジペンタエリスリトールへキサ （メタ）ァクリレー 卜、 1， 2 —エチレン

グリコ一ルジ （メタ）ァクリレー 卜、 1， 6 —へキサンジ才一ルジ （メタ）

ァクリレー 卜、 1， 1 2 — ドデカンジ才一ルジ （メタ）ァクリレー 卜、 トリ

メチロールプロパン トリ （メタ）ァクリレー 卜、テ 卜ラメチロールメタン 卜

リ （メタ）ァクリレー 卜、ァリール （メタ）ァクリレー 卜、 ビニル （メタ）

ァクリレー 卜、ジビニルベンゼン、エポキシァクリレー 卜、ポリエステルァ

クリレ一 卜、ウレタンァクリレー 卜、プチルジ （メタ）ァクリレー 卜、へキ

シルジ （メタ）ァクリレー 卜等が挙げられる。これら中でも、多官能性モノ

マ一 としては、好ましくは、 卜リメチロールプロパン トリ （メタ）ァクリレ

— 卜、 1， 6 —へキサンジ才一ルジ （メタ）ァクリレー 卜、ジペンタエリス

リトールへキサ （メタ）ァクリレー 卜が挙げられる。

[0038] カルボキシル基含有ァクリル系ポリマ一を構成する全モノマ一成分中の多

官能性モノマーの含有割合は、好ましくは0 . 0 1 重量％~ 3 . 0 重量％で

あり、より好ましくは0 . 0 2 重量％~ 2 . 0 重量％であり、さらに好まし

くは0 . 0 3 重量％~ 1 . 5 重量％である。カルボキシル基含有アクリル系

ポリマ一を構成する全モノマ一成分中の多官能性モノマーの含有割合が 3 .

0 重量％を超えると、粘着剤の凝集力が高くなりすぎるおそれがある。カル

ボキシル基含有ァクリル系ポリマ一を構成する全モノマ一成分中の多官能性

モノマーの含有割合が 0 . 0 1 重量％未満であると、粘着剤の凝集力が低下

するおそれがある。

[0039] 本発明の粘着剤組成物に含有されるカルボキシル基含有ァクリル系ポリマ

一の調製のためには、熱重合開始剤や光重合開始剤 （光開始剤）等の重合開

始剤を使用 し得る。重合時間を短 くすることができる点等から、重合開始剤

として、好ましくは、光重合開始剤を使用 し得る。このような重合開始剤は

、 1種のみであっても良いし、 2 種以上であっても良い。



[0040] 熱重合開始剤 と しては、例えば、 2 ， 2 —ァゾビスィソプチロニ トリル

、 , 2 —ァゾビス一 2 _ メチル プチロニ トリル、 2 ， 2 —ァゾビス （

2 —メチル プロピオ ン酸）ジメチル、 4 ，4 ― ァゾビス一4 — シァノバ レ

リアン酸、 ァゾビスイソバ レロ二 トリル、 2 ， 2 —ァゾビス （2 —アミジ

ノプロパ ン）ジ ヒ ドロクロライ ド、 2 ， 2 —ァゾビス [ 2 _ ( 5 _ メチル

_ 2 _ イミダゾ リン一 2 _ ィル）プロパ ン] ジ ヒ ドロクロライ ド、 2 ， 2

—ァゾビス （2 —メチル プロピオ ンアミジン）二硫酸塩、 2 ， 2 —ァゾビ

ス （N，N —ジメチ レンイソプチルアミジン）ジ ヒ ドロクロライ ド等のァ

ゾ系重合開始剤 ；ジベ ンゾィルペル才キシ ド、 t —プチルペルマ レエ一 卜、

過酸化ラウロイル等の過酸化物系重合開始剤 ；レ ドックス系重合開始剤 ；等

が挙げられる。

[0041 ] 熱重合開始剤の使用量 と しては、任意の適切な量を採用 し得 る。

[0042] 光重合開始剤 と しては、例えば、ベ ンゾインエーテル系光重合開始剤、 ァ

セ 卜フエノ ン系光重合開始剤、 _ ケ 卜一ル系光重合開始剤、芳香族スルホ

ニル クロリ ド系光重合開始剤、光活性才キシ厶系光重合開始剤、ベ ンゾイン

系光重合開始剤、ベ ンジル系光重合開始剤、ベ ンゾフエノ ン系光重合開始剤

、ケタ一ル系光重合開始剤、チ才キサ ン トン系光重合開始剤、 ァシル フ才ス

フ ィン才キサイ ド系光重合開始剤等が挙げられる。

[0043] ベ ンゾインエーテル系光重合開始剤 と しては、例えば、ベ ンゾインメチル

ェ 一テル、 ベ ンゾイ ンェ チル ェ 一テル、 ベ ンゾイ ンプロピル ェ 一テル、 ベ ン

ゾインイソプロピルエーテル、ベ ンゾインイソプチルェ一テル、 2 ， 2 —ジ

メ トキシ一 1， 2 —ジフエニルェタン一 1 —オ ン （例えば、 B A S F 製、商

品名 「ィルガキュア 6 5 1 」）、 ァニソ一ルメチルェ一テルなどが挙げられ

る。

[0044] ァセ 卜フエノ ン系光重合開始剤 と しては、例えば、 1 —ヒ ドロキシシクロ

へキシル フェニルケ トン （例えば、 B A S F 製、商品名 「ィルガキュア 1 8

4 」）、 4 —フエノキシジクロロアセ 卜フエノン、 4 — t —プチル 一ジクロ

ロアセ 卜フエノン、 1 _ [ 4 — ( 2 —ヒ ドロキシェ 卜キシ）一フエニル ] 一



2 —ヒ ドロキシ一 2 _ メチル _ 1 —プロパ ン一 1 —オン （例えば、 B A S F

製、商品名 「ィルガキュア 2 9 5 9 」）、 2 — ヒ ドロキシ— 2 —メチル — 1

—フエニル—プロパ ン— 1 —オン （例えば、 B A S F 製、商品名 「ダロキュ

ァ一 1 1 7 3 」）、メ トキシァセ 卜フエノンなどが挙げられる。

[0045] _ ケ 卜一ル系光重合開始剤 としては、例えば、 2 _ メチル _ 2 —ヒ ドロ

キシプロピオフエノン、 1 _ [ 4 — ( 2 —ヒ ドロキシェチル）一フエニル]

_ 2 —ヒ ドロキシ一 2 _ メチルプロパ ン一 1 —オンなどが挙げられる。

[0046] 芳香族スルホニルクロリド系光重合開始剤 としては、例えば、 2 —ナフタ

レンスルホニルクロライ ドなどが挙げられる。

[0047] 光活性才キシ厶系光重合開始剤 としては、例えば、 1 _ フェニル _ 1 ， 1

—プロパ ンジオン— 2 _ ( ο —エ トキシカルボニル）—才キシ厶などが挙げ

られる。

[0048] ベ ンゾイン系光重合開始剤 としては、例えば、ベ ンゾインなどが挙げられ

る。

[0049] ベ ンジル系光重合開始剤 としては、例えば、ベ ンジルなどが挙げられる。

[0050] ベ ンゾフエノン系光重合開始剤 としては、例えば、ベ ンゾフエノン、ベ ン

ゾィル安息香酸、 3 ， 3 —ジメチル _ 4 —メ トキシベ ンゾフエノン、ポ リ

ビニルベ ンゾフエノン、 —ヒ ドロキシシクロへキシルフェニルケ トンなど

が挙げられる。

[0051 ] ケタール系光重合開始剤 としては、例えば、ベ ンジルジメチルケタールな

どが挙げられる。

[0052] チ才キサン トン系光重合開始剤 としては、例えば、チ才キサン トン、 2 _

クロ口チ才キサン トン、 2 —メチルチオキサン トン、 2 ， 4 _ ジメチルチオ

キサン トン、イソプロピルチ才キサン トン、 2 ， 4 —ジクロ口チ才キサン 卜

ン、 2 ， 4 _ ジェチルチオキサン トン、イソプロピルチ才キサン トン、 2 ，

4 —ジィソプロピルチ才キサン トン、 ドデシルチオキサン トン等が挙げられ

る。

[0053] ァシルフォスフィン系光重合開始剤 としては、例えば、 ビス （2 ， 6 —ジ



メ トキシベ ンゾィル） フエニルホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 6 _ ジメ 卜

キシベ ンゾィル） （2 ， 4 ， 4 _ 卜リメチルペ ンチル）ホスフィン才キシ ド

、 ビス （2 ， 6 —ジメ トキシベ ンゾィル） _ n —プチルホスフィン才キシ ド

、 ビス （2 ， 6 —ジメ トキシベ ンゾィル） 一 （2 _ メチル プロパ ン一 1 —ィ

ル）ホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 6 —ジメ トキシベ ンゾィル） _ ( 1 —

メチル プロパ ン_ 1 _ ィル）ホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 6 —ジメ トキ

シベ ンゾィル） _ t —プチルホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 6 —ジメ トキ

シベ ンゾィル）シクロへキシルホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 6 _ ジメ 卜

キシベ ンゾィル）才 クチルホスフィン才キシ ド、 ビス （2 —メ トキシベ ンゾ

ィル） （2 —メチル プロパ ン_ 1 _ ィル）ホスフィン才キシ ド、 ビス （2 —

メ トキシベ ンゾィル） （1 _ メチル プロパ ン_ 1 _ ィル）ホスフィン才キシ

ド、 ビス （2 ， 6 —ジエ トキシベ ンゾィル） （2 _ メチル プロパ ン一 1 —ィ

ル）ホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 6 —ジエ トキシベ ンゾィル） （1 —メ

チル プロパ ン _ 1 _ ィル）ホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 6 —ジブ トキシ

ベ ンゾィル） （2 _ メチル プロパ ン_ 1 _ ィル）ホスフィン才キシ ド、 ビス

( 2 , 4 —ジメ トキシベ ンゾィル） （2 _ メチル プロパ ン_ 1 _ ィル）ホス

フィン才キシ ド、 ビス （2 ， 4 ， 6 _ 卜リメチルベ ンゾィル） （2 ， 4 —ジ

ペ ン トキシフエニル）ホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 6 —ジメ トキシベ ン

ゾィル）ベ ンジルホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 6 —ジメ トキシベ ンゾィ

ル） _ 2 _ フエニル プロピルホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 6 —ジメ トキ

シベ ンゾィル） _ 2 _ フエニルェチルホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 6 -

ジメ トキシベ ンゾィル）ベ ンジルホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 6 —ジメ

トキシベ ンゾィル） _ 2 _ フエニル プロピルホスフィン才キシ ド、 ビス （2

， 6 —ジメ トキシベ ンゾィル） _ 2 _ フエニルェチルホスフィン才キシ ド、

2 , 6 —ジメ トキシベ ンゾィルベ ンジル プチルホスフィン才キシ ド、 2 ， 6

—ジメ トキシベ ンゾィルベ ンジル才 クチルホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ，

4 ， 6 _ 卜リメチルベ ンゾィル） _ 2 ， 5 —ジイソプロピル フエニルホスフ

イン才キシ ド、 ビス （2 ， 4 ， 6 _ 卜リメチルベ ンゾィル） _ 2 —メチル フ



ェニルホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 4 ， 6 _ 卜リメチルベ ンゾィル） 一

4 _ メチル フエニルホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 4 ， 6 _ 卜リメチルべ

ンゾィル） _ 2 ， 5 —ジェチル フエニルホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 4

， 6 _ 卜リメチルベ ンゾィル） _ 2 ， 3 ， 5 , 6 —テ 卜ラメチル フエニルホ

スフイン才キシ ド、 ビス （2 ， 4 ， 6 — 卜リメチルベ ンゾィル） 一 2 ， 4 —

ジ一 n —プ トキシフエ二ルホスフィン才キシ ド、 2 ， 4 ， 6 _ 卜リメチルべ

ンゾィルジフエニルホスフィン才キシ ド （例 えば、 B A S F 製、商品名 「ル

シ リンT P 0 」）、 ビス （2 ， 6 — ジメ トキシベ ンゾィル） 一 2 ， 4 ， 4 —

卜リメチルペ ンチルホスフィン才キシ ド、 ビス （2 ， 4 ， 6 _ 卜リメチルべ

ンゾィル）イソプチルホスフィン才キシ ド、 2 ， 6 _ ジメチ トキシベ ンゾィ

ル 一 2 ， 4 ， 6 _ 卜リメチルベ ンゾィル _ n — プチルホスフィン才キシ ド、

ビス （2 ， 4 ， 6 _ 卜リメチルベ ンゾィル） フエニルホスフィン才キシ ド （

例 えば、 B A S F 製、商品名 「ィル ガキュア 8 1 9 」）、 ビス （2 ， 4 ， 6

— 卜リメチルベ ンゾィル） _ 2 ， 4 —ジプ トキシフエ二ルホスフィン才キシ

ド、 1 ， 1 0 — ビス [ ビス （2 ， 4 ， 6 — 卜リメチルベ ンゾィル）ホスフィ

ン才キシ ド] デカン、 トリ （2 —メチルベ ンゾィル）ホスフィン才キシ ドな

どが挙 げ られる。 ァシル フ ォス フ ィ ン系光重合開始剤 と しては、 これ らの中

でも、好 ま しくは、 ビス （2 ， 4 ， 6 _ 卜リメチルベ ンゾィル） フエニルホ

スフイン才キシ ド （例 えば、 B A S F 製、商品名 「ィル ガキュア 8 1 9 」）

、 ビス （2 ， 4 ， 6 _ 卜リメチルベ ンゾィル） _ 2 ， 4 _ ジ一 n —プ トキシ

フエニルホスフィン才キシ ド、 2 ， 4 ， 6 _ 卜リメチルベ ンゾィルジフエ二

ルホスフィン才キシ ド （例 えば、 B A S F 製、商品名 「ルシ リンT P 0 」）

、 ビス （2 ， 6 —ジメ トキシベ ンゾィル） _ 2 ， 4 ， 4 _ 卜リメチルペ ンチ

ルホスフィン才キシ ドが挙 げ られる。

光重合開始剤の使用量 と しては、 カルボキシル基含有 アク リル系ポ リマ 一

を構成する全 モ ノマ一成分 に対 して、好 ま しくは 0 . 0 1 重量％ ~ 5 重量％

であ り、 よ り好 ま しくは 0 . 0 3 重量％ ~ 3 重量％であ り、 さ らに好 ま しく

は 0 . 0 5 重量％ ~ 2 重量％である。光重合開始剤の使用量が、 カルボキシ



ル基含有ァクリル系ポリマ一を構成する全モノマ一成分に対して0 . 0 1重

量％より少ないと、重合反応が不十分になるおそれがある。光重合開始剤の

使用量が、カルボキシル基含有ァクリル系ポリマーを構成する全モノマー成

分に対して5重量％を超えると、光重合開始剤が紫外線を吸収することによ

つて紫外線が粘着層内部まで届かず、重合率の低下を招くおそれがあり、生

成するポリマーの分子量が小さくなることによって、形成される粘着剤の凝

集力が低くなるおそれがある。

[0055] カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、得ら

れるポリマーの凝集力を調整する等を目的として、必要に応じて、架橋剤を

含有していても良い。このような架橋剤は、 1種のみであっても良いし、 2

種以上であっても良い。このような架橋剤としては、例えば、エポキシ系架

橋剤、イソシァネ一卜系架橋剤、シリコーン系架橋剤、才キサゾリン系架橋

剤、アジリジン系架橋剤、シラン系架橋剤、アルキルエーテル化メラミン系

架橋剤、金属キレ一卜系架橋剤などを挙げることができる。このような架橋

剤としては、これらの中でも、好ましくは、イソシァネ一卜系架橋剤、ェポ

キシ系架橋剤が挙げられる。

[0056] ィソシァネ一卜系架橋剤としては、例えば、 卜リレンジィソシァネ一卜、

へキサメチレンジイソシァネ一卜、イソホロンジイソシァネ一卜、キシリレ

ンジイソシァネ一卜、水添キシリレンジイソシァネ一卜、ジフエニルメタン

ジイソシァネ一卜、水添ジフエニルメタンジイソシァネ一卜、テ卜ラメチル

キシリレンジイソシァネ一卜、ナフタリンジイソシァネ一卜、 卜リフエニル

メタントリイソシァネ一卜、ポリメチレンポリフエ二ルイソシァネ一卜、こ

れらと卜リメチロールプロパン等のポリオールとのァダク卜体などが挙げら

れる。

[0057] ェポキシ系架橋剤としては、例えば、ビスフエノールA、ェピクロルヒド

リン型のエポキシ系樹脂、エチレングリシジルェ一テル、ポリエチレンダリ

コ一ルジグリシジルエーテル、グリセリンジグリシジルエーテル、グリセリ

ントリダリシジルエーテル、 1 , 6 -へキサンジ才一ルグリシジルエーテル、



卜リメチロールプロパ ン 卜リダリシジルエーテル、ジグリシジルァニ リン、

ジアミングリシジルァミン、 N， N， N , Ν —テ 卜ラグリシジル一m _

キシ リレンジァミン、 1 ， 3 _ ビス （N， N —ジアミングリシジルァミノ

メチル）シクロへキサンなどが挙げられる。

[0058] カルボキシル基含有アクリル系ポ リマ一 は、上記モノマ一成分を用いて、

任意の適切な方法で製造 し得る。例えば、上記モ ノマー成分 と上記重合開始

剤を配合 した混合物に紫外線 （U V ) を照射させて、モ ノマ一を一部重合さ

せた部分重合物 （アクリル系ポ リマ一 シロップ）として調製できる。

[0059] カルボキシル基含有アクリル系ポ リマーの重量平均分子量 （M w ) は、好

ま しくは、 1 0 0 0 0 0 ~ 5 0 0 0 0 0 0 である。

[0060] 本発明の水生生物付着防止粘着テープは、本発明の粘着剤組成物か らなる

粘着層 と基材層を含む。本発明の水生生物付着防止粘着テープは、好ま しく

は、基材層の粘着層の反対側に防汚層を有する。

[0061 ] 本発明の水生生物付着防止粘着テープは、好ま しくは、防汚層 と基材層 と

粘着層をこの順に含み、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な他

の層を有 していても良い。本発明の水生生物付着防止粘着テープの厚みは、

それに含まれる各層の厚みによって、本発明の効果を損なわない範囲で、任

意の適切な厚みに設定される。本発明の水生生物付着防止粘着テープの厚み

は、好ま しくは 5 O m ~ 5 0 0 O mである。

[0062] 図 1 に、本発明の水生生物付着防止粘着テープの一例の概略断面図を示す

。図 1 において、本発明の水生生物付着防止粘着テープ 1 0 0 は、防汚層 2

と基材層 3 と粘着層 4 をこの順に含む。図 1 に示すように、防汚層 2 の表面

や、粘着層 4 の表面には、剥離 フ イル ム 1 が設けられていても良い。

[0063] 防汚層は、好ま しくは、シ リコーン樹脂を含む。防汚層中のシ リコーン樹

脂の含有割合は、防汚剤などの他の成分の含有割合によつて、任意の適切な

含有割合を採用 し得る。防汚層中のシ リコーン樹脂の含有割合は、好ま しく

は 3 0 重量％~ 9 8 重量％、より好ま しくは 4 0 重量％~ 9 7 重量％、さら

に好ま しくは 4 5 重量％~ 9 6 重量％、特に好ま しくは 5 0 重量％~ 9 5 重



量％である。防汚層中のシリコーン樹脂の含有割合が 3 0 重量％未満の場合

、防汚層の機械的特性が低下するおそれがある。防汚層中のシリコーン樹脂

の含有割合が 9 8 重量％を超える場合、防汚層の防汚効果が十分に発現でき

ないおそれがある。

[0064] シ リコー ン樹脂としては、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切

なシ リコー ン樹脂を採用 し得る。シ リコー ン樹脂は、 1種のみであっても良

いし、 2 種以上であっても良い。このようなシリコーン樹脂としては、常温

で液状のシリコ一ン樹脂であつても良いし、常温で固体状のシリコ一ン樹脂

であっても良い。また、このようなシリコーン樹脂としては、単独で乾燥さ

せる 1液型のシリコーン樹脂であっても良いし、硬化剤を配合する2 液型の

シリコーン樹脂であっても良い。本発明においては、これらの中でも、 1液

型の室温硬化性 （R T V ) 樹脂、 2 液型の室温硬化性 （R T V ) 樹脂が好ま

しい。 1液型の R T V 樹脂としては、例えば、信越化学工業 （株）製の K E

- 3 4 7 5 K E _ 4 5 S、 K E _ 4 4 5 、 K E _ 4 4 、 K E _ 4 4 1、 K

E —3 4 9 7 、 K E —4 8 9 6 などが挙げられる。 2 液型の R T V 樹脂とし

ては、例えば、信越化学工業 （株）製の K E _ 6 6 、 K E _ 1 0 3 1、 K E

- 8 0 0 などが挙げられる。

[0065] 本発明の水生生物付着防止粘着テープにおける水生生物の易除去性を向上

させるために、シリコーン樹脂としては、水洗除去時の水圧などによって樹

脂表面が弾性変形することにより付着物の剥離が容易になるような物性を有

するシリコーン樹脂が好ましい。このようなシリコーン樹脂は、該シリコ一

ン樹脂の 1 0 0 %モジュラス （引張応力）が、好ましくは0 . 1 M P a ~ 1

O M P a 、より好ましくは0 . 1 M P a ~ 6 M P a である。また、このよう

なシリコ一ン樹脂は、有機溶剤に可溶であるものが好ましい。

[0066] 防汚層は、好ましくは防汚剤を含む。防汚剤は、 1種のみであっても良い

し、 2 種以上であっても良い。防汚層が防汚剤を含む場合、該防汚剤は、マ

卜リックスであるシリコーン樹脂の表面に移行 し、表面を防汚物質で覆うこ

とによって、水生生物のシリコーン樹脂表面への付着を抑制 し、さらに非加



水分解性であることから、高い防汚効果を長期間維持する作用を発現するこ

とができる。

[0067] 防汚層中、シ リコー ン樹脂に対する防汚剤の含有割合は、好ましくは 2 重

量0/ 0以上、より好ましくは 2 重量％~ 2 0 0 重量0/ 0、 さらに好ましくは3 重

量％~ 5 0 重量％、特に好ましくは4 重量％~ 0 重量％、最も好まし

くは 5 重量％~ 1 0 0 重量％でぁる。シ リコー ン樹脂に対する防汚剤の含有

割合が 2 重量％未満の場合、防汚層の防汚効果が十分に発現できないおそれ

がある。シ リコー ン樹脂に対する防汚剤の含有割合が 2 0 0 重量％を超える

場合、最終成形品や被膜の外観が不良となるおそれがあり、また、防汚層の

強度が低下 して防汚性を持続できなくなるおそれがある。

[0068] 防汚剤としては、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な防汚剤

を採用 し得る。このような防汚剤としては、例えば、シリコーンオイル、流

動パ ラフィン、界面活性剤、ワックス、ペ トロラタ厶、動物脂類、脂肪酸な

どが挙げられる。本発明においては、防汚剤としては、好ましくは、シリコ

—ンオイル、流動パラフィン、界面活性剤から選ばれる少なくとも 1種であ

る。

[0069] シ リコー ンオイルとしては、シ リコー ン樹脂との反応性や自己縮合性を有

さないものが好ましい。このようなシリコーンオイルとしては、本発明の効

果を損なわない範囲で、任意の適切なシ リコー ンオイルを採用 し得る。この

ようなシリコーンオイルとしては、シリコーン樹脂に含まれるオルガノポリ

シロキサンとある程度不相溶であるものが好ましく、長期間にわたつて防汚

効果を持続できる点で、例えば、一般式 （I ) で表されるシ リコー ンオイル

が好ましい。

[0070] [ 化1]



[0071 ] —般式 （I ) 中、 R 1は、同一または異なって、炭素数 1 ~ 1 0 のアルキル

基、ァリ一ル基、ァラルキル基、フル才ロアルキル基、ポリエ一テル基、ま

たは水酸基を表 し、 R 2は、同一または異なって、炭素数 1 ~ 1 0 のアルキル

基、ァリール基、ァラルキル基、ポリエーテル基、フル才ロアルキル基を表

し、 n は 0 ~ 1 5 0 の整数を表す。

[0072] —般式 （I ) 中の R i としては、好ましくは、メチル基、フエニル基、水酸

基である。一般式 （I ) 中の R 2 としては、好ましくは、メチル基、フエニル

基、 4 —トリフル才ロプチル基である。

[0073] —般式 （I ) で表されるシリコーンオイルは、数平均分子量が、好ましく

は 1 8 0 ~ 2 0 0 0 0 、より好ましくは 1 0 0 0 ~ 1 0 0 0 0 である。

[0074] —般式 （I ) で表されるシリコーンオイルは、粘度が、好ましくは 1 0 セ

ンチス 卜一クス〜 1 0 0 0 0 センチス ト一クス、より好ましくは 1 0 0 セン

チス ト一クス〜 5 0 0 0 センチス 卜一クスである。

[0075] —般式 （I ) で表されるシリコーンオイルとしては、具体的には、例えば

、両末端または片末端の R 1が水酸基である末端水酸基含有ジメチルシリコー

ンオイル、 R および R 2の全てがメチル基であるジメチルシリコ一ンオイル

、これらのジメチルシリコーンオイルのメチル基の一部がフエニル基に置換

されたフエニルメチルシリコーンオイルなどが挙げられる。

[0076] —般式 （I ) で表されるシリコーンオイルの市販品としては、例えば、信

越化学工業 （株）製の K F 9 6 L 、 K F 9 6 、 K F 6 9 、 K F 9 9 、 K F 5

0 、 K F 5 4 、 K F 4 1 0 、 K F 4 1 2 、 K F 4 1 4 、 F L 、東レダウコ一

二ング株式会社製の B Y 1 6 — 8 4 6 、 S F 8 4 1 6 、 S H 2 0 3 、 S H 2

3 0 、 S F 8 4 F S 6 5 S H 5 1 0 、 S H 5 5 0 、 S H 7 0

、 F Z _ 2 1 1 0 、 F Z _ 2 2 0 3 が挙げられる。

[0077] 界面活性剤としては、例えば、ァニオン系界面活性剤、カチオン系界面活

性剤、ノニオン系界面活性剤などが挙げられる。

[0078] 防汚剤として、珪藻付着防止剤、農薬、医薬品 （メデ トミジンなど）、酵

素活性阻害剤 （アルキルフエノール、アルキルレゾルシノールなど）、生物



忌避剤 を用いても良い。 これ らの防汚剤 を用いることにより、珪藻やフジッ

ボなどの水生生物の付着防止効果がより一層向上する。

[0079] 防汚層は、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な他の添加剤 を

含んでいても良い。

[0080] 防汚層の厚みは、本発明の水生生物付着防止粘着テープの用途や使用環境

などによって、任意の適切な厚みを採用 し得 る。防汚層の厚みは、好ま しく

は 5 m ~ 5 0 0 m である。防汚層の厚みが 5 从m より薄いと、防汚効果

が有効 に働 く期間が短 くな り、実用的ではな くなるおそれがある。防汚層の

厚みが 5 0 0 m より厚いと、本発明の水生生物付着防止粘着テープが分厚

くなつて重量が大 きくなるため、ハ ン ドリング性が悪 くな り、テープのつな

ぎ目部分の凹凸が大 きくな り、汚れが付 きやすいおそれがある。

[0081 ] 基材層 と しては、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な基材層

を採用 し得 る。 このような基材層の材料 と しては、好ま しくは、耐水性、強

度、柔軟性、裂 け性 に優れるものである。 このような基材層の材料 と しては

、例えば、ポ リウレタン樹脂、ポ リウレタンアク リル樹脂、 ゴム系樹脂、塩

化 ビニル樹脂、ポ リエステル樹脂、シ リコーン樹脂、エラス トマ一類、 フッ

素樹脂、ポ リアミ ド樹脂、ポ リオ レフィン樹脂 （ポ リエチ レン、ポ リプロピ

レンなど）などが挙げられる。 このような基材層の材料は、 1 種のみであつ

ても良い し、 2 種以上であっても良い。

[0082] 基材層は、その伸びが、好ま しくは 1 0 0 % 以上、 より好ま しくは 1 2 0

% 以上、 さらに好ま しくは 1 5 0 % 以上である。基材層の伸びが 1 0 0 % 以

上であることによって、本発明の水生生物付着防止粘着テープは、様 々な被

着体の形状 に良好に追従でき、平面に良好に貼付できるだけでな く、船体表

面に存在するような曲面部分、 9 0 度角の部分、鋭角部分などにも良好に貼

付できる。基材層の伸びが 1 0 0 % 未満の場合、様 々な被着体の形状 に十分

に追従できず、皺や接着剤の未接着部分が発生 して しまい、外観不良や接着

不良の原因となるおそれがある。基材層の伸びの上限は、基材層の強度の観

点か ら、好ま しくは 2 0 0 0 % 以下である。



[0083] 基材層は、その破断点応力が、好ましくは 1 OM P a 以上、より好ましく

は 1 2 M P a 以上、さらに好ましくは 1 5 M P a 以上である。基材層の破断

点応力が 1 OM P a 未満の場合、使用済みの本発明の水生生物付着防止粘着

テープを被着体から剥がす際に、基材層が頻繁に切断してしまい、作業効率

が著 しく悪くなるおそれがある。基材層の破断点応力の上限は、基材層の取

扱性の観点から、好ましくは2 0 0 M P a 以下である。

[0084] 基材層は、その弾性率が、好ましくは4 0 0 0 M P a 以下、より好ましく

は 1 0 0 0 M P a 以下、さらに好ましくは 1 O OM P a 以下、特に好ましく

は5 OM P a 以下である。基材層の弾性率が4 0 0 OM P a 以下であること

によって、本発明の水生生物付着防止粘着テープは、様々な被着体の形状に

良好に追従でき、施工性が向上する。基材層の弾性率の下限は、基材層の取

扱性の観点から、好ましくは0 . 1 M P a 以上である。

[0085] 基材層は、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な添加剤を含ん

でいても良い。このような添加剤としては、例えば、才レフィン系樹脂、シ

リコ一ン系ポリマ一、液状アクリル系共重合体、粘着付与剤、老化防止剤、

ヒンダー ドアミン系光安定剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、帯電防止剤、ポ

リエチレンィミン、脂肪酸アミド、脂肪酸エステル、 リン酸エステル、滑剤

、界面活性剤、充填剤や顔料 （例えば、酸化カルシウム、酸化マグネシウム

、シリカ、酸化亜鉛、酸化チタン、力一ポンプラックなど）などが挙げられ

る。

[0086] 基材層は、紫外線吸収剤を含むことが好ましい。基材層が紫外線吸収剤を

含むことにより、本発明の水生生物付着防止粘着テープの耐候性が向上する

。基材層が紫外線吸収剤を含んでいない場合、野外での使用において太陽光

によつて基材が劣化 しゃすくなり、当初の基材強度を維持することが難 しく

なるおそれがある。そして、基材が劣化 してしまうと、使用済みの本発明の

水生生物付着防止粘着テープを被着体から剥がす際に、基材層が頻繁に切断

してしまい、作業効率が著 しく悪くなるおそれがある。

[0087] 基材層の厚みは、本発明の水生生物付着防止粘着テープの用途や使用環境



などによって、任意の適切な厚みを採用 し得 る。基材層の厚みは、好ま しく

は 2 0 m ~ 5 0 0 m である。基材層の厚みが 2 0 从 m より薄いと、 ノ\ ン

ドリング性が悪 くな り、基材 と しての役割を果たせず、実用的ではな くなる

おそれがある。基材層の厚みが 5 0 0 m より厚いと、被着体の形状 に十分

に追従できな くな り、テープのつなぎ目部分の凹凸が大 きくな り、汚れが付

きやすいおそれがある。

[0088] 基材層には、防汚層 との密着性 を向上させるために、 プライマ 一 をあ らか

じめ塗工 しておいても良い し、シランカツプ リング剤 をあ らか じめ添加 して

おいても良い。防汚層がシ リコーン樹脂 を含む場合、シ リコーン樹脂の特性

である低表面エネルギーが原因で、基材層への密着性が低い場合がある。防

汚層 と基材層の密着性が低いと、防汚効果を発揮する防汚層が、使用中の衝

撃や物理的ダメージによって基材層か ら剥離 して しまい、本来の防汚効果が

持続できないおそれがある。そのため、基材層の表面にプライマ 一 をあ らか

じめ塗工 して防汚層 との密着性 を高めた り、 シ リコー ン樹脂 と反応するシラ

ノ一ル基やアル コキシシラン基をシランカップ リング剤 によって基材層中に

導入 し、縮合型シ リコー ン樹脂の塗工時に基材層上の反応基 と縮合反応させ

て密着性 を向上させた りすることができる。

[0089] シランカップ リング剤は、 1 種のみであっても良い し、 2 種以上であって

も良い。市販 されている具体的なシランカップ リング剤 と しては、例えば、

信越化学工業 （株）製の K B M 5 1 0 3 、 K B M 1 0 0 3 、 K B M 9 0 3 、

K B M 4 0 3 、 K B M 8 0 2 な どが挙げられる。

[0090] 基材層にシランカツプ リング剤が含 まれる場合、基材層中のシランカップ

リング剤の含有割合は、好ま しくは 0 . 0 1 重量％~ 0 重量％である。基

材層中のシランカップ リング剤の含有割合が 1 0 重量％を超える場合、シラ

ンカップ リング剤が架橋点 となって基材層が硬 くなつて しまうおそれがある

。基材層中のシランカップ リング剤の含有割合が 0 . 0 1 重量％未満の場合

、基材層 と防汚層 との間に十分な密着性が発現できないおそれがある。

[0091 ] 粘着層の厚みは、本発明の水生生物付着防止粘着テープの用途や使用環境



などによって、任意の適切な厚みを採用 し得る。粘着層の厚みは、好ましく

は 1 0 m以上である。粘着層の厚みが 1 O mより薄いと、被着体の形状

に十分に追従できなくなり、接着面積が減少 して しまい、十分な粘着力が発

現できないおそれがある。粘着層の厚みの上限は、取扱性の観点から、好ま

しくは 1 0 0 m以下である。

[0092] 本発明の水生生物付着防止粘着テープは、任意の適切な方法によって製造

し得る。このような方法としては、例えば、別途準備 した基材層と粘着層を

貼付 した後に防汚層形成材料を基材層上に塗布 して防汚層を形成する方法、

基材層の一方の面に粘着層形成材料を塗布 して粘着層を形成 し、基材層のも

う一方の面に防汚層形成材料を塗布 して防汚層を形成する方法、基材層形成

材料と粘着層形成材料を共押出しして基材層/ 粘着層の積層体を形成させた

後に防汚層形成材料を基材層上に塗布 して防汚層を形成する方法、などが挙

げられる。

[0093] 防汚層形成材料を基材層上に塗布する方法としては、例えば、スプレー、

ハケ塗り、ローラ一、力一テンフロー、ロール、ディップなどが挙げられる

。これらの方法で防汚層形成材料を基材層上に塗布 して、例えば、室温から

2 5 0 °C までの温度 （好ましくは、室温から 1 8 0 °Cの温度）で乾燥させる

ことにより、防汚層を形成することができる。

実施例

[0094] 以下、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例

になんら限定されるものではない。

[0095] < ゲル分率の測定>

5 0 m m X 5 0 m m に切った約 0 . 1 g の粘着剤組成物を折り畳んで 5 m

m角程度の大きさにしたものを、 1 0 O m m X 1 0 O m mに切ったテフロン

(登録商標）シ一 卜の中心に載せた。粘着剤組成物が出ないようにテ フロン

(登録商標）シ一 卜の角を合せて折り畳み、袋状にし、端を糸で結び、袋の

開口部を閉 じた。これを、酢酸ェチルで満た した 5 O m I のサンプル瓶に浸

潰 し、 2 3 °0 で 1週間静置 し、 1 3 0 °Cで 2 時間乾燥後、浸漬前後の粘着剤



組成物の重量変化を測定 した。浸漬前の粘着剤重量に対する、浸漬後の粘着

剤の酢酸ェチルへの不溶分をゲル分率とした。

初期 （海水、純水に浸漬 していない）の粘着剤組成物、 6 0 °Cの純水に 7

曰間浸漬後の粘着剤組成物、 6 0 °Cの海水に 7 曰間浸漬後の粘着剤組成物の

3 種類で、ゲル分率の比較を行った。

なお、純水や海水への浸潰の際、粘着剤組成物単体では扱いづらいため、

粘着剤組成物の片面にセパ レーターがついた状態で浸漬 した。

[0096] < 初期弾性率の測定>

粘着剤組成物を3 0 m m X 4 0 m mにカットして丸め、粘着剤組成物を長

さ3 0 m mの円柱状に成型 した。これを使用 して、 S —S カープの測定を行

つた。比較のため、初期の状態と、 6 0 °Cの純水、 6 0 °Cの海水にそれぞれ

日間浸潰 した粘着剤組成物について測定 した。

[0097] < 1 8 0 度 ピール接着力の測定>

粘着剤組成物をポリエステルフイルム （商品名 「S _ 1 0 」、東 レ （株）

製、厚み 3 8 m ) にハン ドローラ一を使用 して転写 し、基材付きの粘着シ

— 卜を得た。これを8 O m m X 2 O m mの試験片サイズにカツ卜した。被着

体として 3 0 m m X l 0 0 m m X 厚さ2 m mのエポキシ樹脂にガラスクロス

を入れて強化 したプラスチックF R P板を使用 した。被着体に試験片を2 k

g ローラ一で 1往復 して貼 り合せ、 2 3 °Cで 3 0 分放置後、初期の 1 8 0 度

ピール接着力を測定 した。引張速度は3 0 0 m m/ m i n とした。

また、貼 り合わせ後 3 0 分放置 し、 6 0 °Cの人工海水 （G E X (株）製の

シ一ゥ才一タ一 ドライタイプを純水 1 0 0 0 g に対 して 3 6 g 溶解）に 7 日

間浸漬 してからの 1 8 0 度 ピール接着力も同様に測定 した。

[0098] < 定荷重試験>

粘着剤組成物を 1 8 0 度 ピール接着力の試験片と同様に作成 し、基材付き

の粘着シ一 卜を得た。これを8 0 m m X 2 0 m mの試験片サイズにカツ卜し

た。被着体として 3 0 m m X l 0 0 m m X 厚さ2 m mの F R P板を使用 した

。被着体に試験片 5 O m mをハン ドローラ一で貼 り合せ、残りの 3 O m m部



分に、海水中で 1 0 0 g となるように調整 した錘を貼 りつけて、サンプルを

作成 した。 6 0 °Cの人工海水 （G E X (株）製のシ一ゥ才一タ一 ドライタイ

プを純水 1 O O O g に対 して 3 6 g 溶解）を水槽に用意 し、上記サンプルの

剥離角度が 9 0 度になるように、水槽の人工海水の中に浸潰 した。浸漬から

7 曰後の剥離量を測定 した。また比較のため、同様のサンプル条件で、純水

中での試験も実施 した。

[0099] < ナノインデンタ一による弾性率の測定>

ナノインデンタ一を用いて、粘着剤組成物の弾性率を測定 した。

すなわち、ナノインデンタ一 （H y s i t r o n I n c . 製、 T r i b

o S c o e ) を使用 し、粘着剤組成物の弾性率を測定 した。使用 した圧

子はB e r k o V i c h 、測定方法は単一押込み測定、測定温度は 2 5 °C、

押込み深さは約 1 1 O O n m とした。これらの条件で測定 し、変位 （押込み

深さ）と荷重 （押込みに必要な力）の曲線を描き、そこから弾性率を算出し

た。

[01 00] 〔実施例 1〕

冷却管、窒素導入管、温度計、および攪拌機を備えた反応容器に、表 1 に

示 した配合比で、 （メタ）アクリル系モノマ一として、 2 _ ェチルへキシル

ァクリレー 卜 （2 E H A 、東亜合成 （株）製）、 n —プチルァクリレー 卜 （

B A 、東亜合成 （株）製）、 4 —ヒドロキシプチルァクリレー 卜 （4 H B A

、日本化成 （株）製）、アクリル酸 （A A 、東亜合成 （株）製）を、光重合

開始剤として、 2 ， 2 —ジメ トキシ一 1， 2 —ジフエ二ルェタン一 1 —オン

(商品名 「ィルガキュア6 5 1 」、チバガイギ一社製）を投入 して分散させ

、攪拌 しながら窒素気流下にて上部よりU V 照射することにより、一部のモ

ノマ一をポリマーに転化させて塗工可能な粘度に調整することにより、ァク

リル系モノマ一 ポリマ一混合物を得た。

得 られたアクリル系モノマ一 ポリマ一混合物に、 1， 6 —へキサンジ才

—ルジァクリレー 卜 （H D D A 、新中村化学工業 （株）製）を投入 し、得 ら

れた樹脂組成物をセパ レ一ター （商品名 「M R F 3 8 」、三菱樹脂 （株）製



、厚み 3 8 m ) の表面 にアプ リケ一タ一にて塗布 し、 カバ一セパ レ一タ （

商品名 「M R F 3 8 」、三菱樹脂 （株）製、厚み 3 8 m ) をハ ン ドローラ

—にて貼 り合わせ、 さ らに紫外線 ランプ （B L タイプ）によ り紫外線 を照射

することによ り （紫外線照度 ：3 . 4 m W / c m 2 、積算照射量 ：2 0 0 0 m

J / c m 2 ) 、厚み 5 0 m の粘着剤組成物 （1 ) を得た。

各種評価結果 を表 2 ~ 6 に示 した。

[01 0 1 ] 〔実施例 2 〕

モノマ一および光重合開始剤の配合 を表 1 の通 りと した以外は、実施例 1

と同様 に行い、厚み 5 0 m の粘着剤組成物 （2 ) を得た。

各種評価結果 を表 2 ~ 6 に示 した。

[01 02] 〔実施例 3 〕

モノマ一および光重合開始剤の配合 を表 1 の通 りと した以外は、実施例 1

と同様 に行い、厚み 5 0 m の粘着剤組成物 （3 ) を得た。

各種評価結果 を表 2 ~ 6 に示 した。

[01 03] 〔実施例 4 〕

冷却管、窒素導入管、温度計、 および攪拌機 を備 えた反応容器 に、表 1 に

示 した配合比で、 （メタ）アク リル系モノマ一 と して、 2 _ ェチルへキシル

ァク リレー 卜 （2 E H A 、東亜合成 （株）製）、 アク リル酸 （A A ) 、 2 、

2 ' —ァゾ ビスイソプチ ロニ トリル （A I B N 、和光純薬工業 （株）製）、

トルエ ン ：1 5 0 重量部 を投入 し、 6 0 °C にて 8 時間重合 させ、重合体 トル

ェ ン溶液 を得た。

得 られた重合体 トルエ ン溶液の固形分 に対 し、 イソシァネ一 卜系架橋剤 （

商品名 「コロネ一 卜し」、 日本ポ リウ レタン工業 （株）製）を加え、粘着剤

トルエ ン溶液 を得た。得 られた粘着剤 トルエ ン溶液 をアプ リケ一タ一にてセ

パ レ一タ一 （商品名 「M R F 3 8 」、三菱樹脂 （株）製、厚み 3 8 m ) に

塗布 した後 に、 1 2 0 °C で 3 分間乾燥することによ り、厚み 5 0 m の粘着

剤組成物 （4 ) を得た。

各種評価結果 を表 2 ~ 6 に示 した。



[01 04] 〔比較例 1 〕

モノマ一および光重合開始剤の配合 を表 1 の通 りと した以外は、実施例 1

と同様 に行い、厚み 5 0 m の粘着剤組成物 （C 1 ) を得 た。

各種評価結果 を表 2 ~ 6 に示 した。

[01 05] 〔比較例 2 〕

モ ノマ 一 および光重合開始剤の配合 を表 1 の通 りと した以外は、実施例 1

と同様 に行い、厚み 5 0 m の粘着剤組成物 （C 2 ) を得 た。

各種評価結果 を表 2 ~ 6 に示 した。

[01 06] 〔実施例 5 〕

< 基材層の作成 >

冷却管、温度計、 および攪拌装置 を備 えた反応容器 に、 （メタ）アク リル

系モノマ一 と して、 イソボル二ル ァク リレー 卜 （商品名 「I B X A 」、大阪

有機化学工業 （株）製）を 7 1 重量部、 n _ プチル ァク リ レ一 卜 （B A 、東

亜合成 （株）製）を 1 9 重量部、 アク リル酸 （A A ) を 1 0 重量部、ポ リオ

—ル と して、数平均分子量 6 5 0 のポ リ （才キシテ 卜ラメチ レン） グ リコ一

ル （P T M G 6 5 0 、三菱化学 （株）製）を 6 8 . 4 重量部、触媒 と してジ

ラウ リン酸 ジプチル ス ズ （D B T L ) 0 . 0 1 重量部 を投入 し、攪拌 しなが

ら、水添キシ リレンジイソシァネ一 卜 （H X D し 三井化学ポ リウ レタン （

株）製）を 2 5 . 5 重量部滴下 し、 6 5 °C で 5 時間反応 させ、 ウ レタンポ リ

マ一一アク リル系モ ノマ一混合物 を得た。 その後、 さ らに、 ヒ ドロキシェチ

ル ァク リレ一 卜 （商品名 「ァク リックス H E A 」、東亜合成 （株）製） 6

. 1 重量部 を投入 し、 6 5 °C で 1 時間反応することで、 ァク リロイル基末端

ウ レタンポ リマ一一アク リル系モノマ 一混合物 を得た。 その後、 3 _ ァク リ

ロキシプロピル 卜リメ トキシシラン （K B M _ 5 1 0 3 、信越化学工業 （株

) 製）を 1 重量部、光重合開始剤 と してジフエ二ル （2 ， 4 ， 6 ， — 卜リメ

トキシベ ンゾィル）ホスフィン才キシ ド （商品名 「ルシ リンT P 0 」、 B A

S F 製）を 0 . 2 5 重量部、紫外線吸収剤 （商品名 「T I N U V I Ν 3

」、 B A S F 製）を 1 . 2 5 重量部、酸化防止剤 （商品名 「丁 I N U V I N



4 0 0 」、 B A S F 製）を 0 . 6 重量部添加することによ り、 シロップを得

た。

セパ レ一タ一 （商品名 「M R F 3 8 」、三菱樹脂 （株）製、厚み 3 8 m

) の表面 に、 シロップをアプ リケ一タ一にて塗工 し、厚み 1 5 0 m の母材

シロップ層 を形成 した。母材シロップ層上 にカバ一セパ レ一タ （商品名 「M

R F 3 8 」、三菱樹脂 （株）製、厚み 3 8 m ) をハ ン ドローラ一にて貼 り

合わせ、 さ らに紫外線 ランプ （B L タイプ）によ り紫外線 を照射 し （紫外線

照度 ：3 . 4 mW / c m 2、積算照射量 ：2 0 0 0 m J / c m 2 ) 、厚み 1 5

0 m の基材層 を得た。

< 防汚層形成材料の調製 >

シ リコー ン樹脂 （K E 4 4 5 、室温硬化性 （R T V ) 樹脂、信越化学工業

(株）製） ：1 0 0 重量部 に、防汚剤 と してシ リコー ンオイル （K F 5 0 —

1 0 0 c s 、非反応性 シ リコー ンオ イル 、 信越化学工業 （株）製） ：1 0 重

量部 を添加 した後、ホモミキサーを用いて撹拌 し、樹脂 に防汚剤 を均一に溶

解 または分散 させた。撹拌後、脱泡 し、基材層 に塗工するための防汚層形成

材料 を得た。

< 粘着テープの作成 >

実施例 1 で作成 した厚み 5 0 m の粘着剤組成物 を、転写 によ り、上記基

材層 に貼 り付 けた。 その後、粘着剤組成物の層 （粘着層） とは逆側の基材層

面 に、 アプ リケ一ターで上記防汚層形成材料 を塗布 し、オープンによって 1

5 0 °C で 1 0 分間乾燥 し、粘着テープを作成 した。

粘着テープの構成 は、防汚層 （厚み = 1 5 O ) 基材層 （厚み = 1 5

0 m ) / 粘着層 （厚み = 5 0 m ) であ った。



[ 表 1 ]

[ 0 108] [ 表 2 ]

* 1 ：タ ックがな く、測 定形状 にサ ンプル形成 できなかったため、測定不可。

* 2 ：もろ くなつて、測 定形状 にサ ンプル形成 できなかったため、測定不可。

* 3 ：もろ くなつて、測 定形状 にサ ンプル形成 できなか ったため、測定不可。

[ 0 109]



[ 表 3]

[01 10] [ 表 4]

[01 11] [ 表 5]

* 1 ：開始後即落下。

[01 12]



[ 表 6]

産業上の利用可能性

[ 0 1 13 ] 本発明の粘着剤組成物 は、例 えば、水中構造物 （船舶、 ブイ、 港湾設備、

海上油田設備、発電所冷却水用の水路、工場冷却水用の水路、水上浮遊通路

な ど）に水中生物が付着 して繁殖することを防止するための、水生生物付着

防止粘着テープに用い得 る。

符号の説明

[ 0 1 14 ] 剥離 フ イル ム

2 防汚層

3 基材層

4 粘着層

1 0 0 水生生物付着防止粘着テープ



請求の範囲

海水中での使用に適 した粘着剤組成物であ って、

海水中に浸漬することによつて初期弾性率が上昇する、

粘着剤組成物。

6 0 °C の海水 に 7 日間浸潰 した後の初期弾性率 （c ) の、浸漬前の

初期の初期弾性率 （a ) に対する上昇率 （（c ) ( a ) ) が、 1 .

1 倍〜 1 0 0 倍である、請求項 1 に記載の粘着剤組成物。

6 0 °C の海水 に 7 日間浸潰 した後のナ ノインデ ンタ一による弾性率

( c ) の、浸漬前の初期のナ ノインデ ンタ一による弾性率 （a ) に対

する上昇率 （（c ) ( a ) ) が、 1 . 1 倍〜 1 0 0 倍である、請求

項 1 または 2 に記載の粘着剤組成物。

6 0 °C の海水 に 7 日間浸潰 した後の 1 8 0 度 ピール接着力 （c ) の

、浸漬前の初期の 1 8 0 度 ピール接着力 （a ) か らの変化量 （（c )

- ( a ) ) が、 0 . 5 N / 2 0 m m ~ 4 0 N / 2 0 m m である、請求

項 1 か ら3 までのいずれかに記載の粘着剤組成物。

カルボキシル基含有 ァク リル系ポ リマ 一 を主成分 と し、該 カルボキ

シル基含有 アク リル系ポ リマーを構成する全 モ ノマ一成分中の力ルポ

キシル基含有 モ ノマ ー の含有割合が 3 0 重量％未満である、請求項 1

か ら4 までのいずれかに記載の粘着剤組成物。

前記 カルボキシル基含有 ァク リル系ポ リマーを構成する全 モ ノマ ー

成分中のカルボキシル基含有 モ ノマ ー の含有割合が 0 . 5 重量％ ~ 2

5 重量％である、請求項 5 に記載の粘着剤組成物。

定荷重試験 において、純水中の剥離速度 よ りも海水中の剥離速度の

ほうが遅い、請求項 1 か ら 6 までのいずれかに記載の粘着剤組成物。

請求項 1 か ら 7 までのいずれかに記載の粘着剤組成物か らなる粘着

層 と基材層 を含む、水生生物付着防止粘着テープ。

前記基材層の粘着層の反対側 に防汚層 を有する、請求項 8 に記載の

水生生物付着防止粘着テープ。
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「L 」優 先 権 主 張 に疑 義 を提 起 す る文 献 又 は他 の文 献 の発 行 の 新 規 性 又 は進 歩 性 が ない と考 え られ る も の

日若 し くは他 の 特 別 な理 由 を確 立 す る た め に 引用 す ΓΥ 」特 に 関連 の あ る文 献 で あ って 、 当該 文 献 と他 の 1 以
る文 献 （理 由 を付 す ） 上 の文 献 との 、 当業 者 に とって 自明 で あ る組 合 せ に

Γθ 」 口頭 に よ る開示 、使 用 、展 示 等 に言 及 す る文 献 よって進 歩 性 が ない と考 え
ΓΡ 」国 際 出願 日前 で 、かつ 優 先 権 の 主 張 の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一 パ テ ン トフ ァ ミ リー 文 献

国 際調 査 を完 了 した 日 国 際調 査 報 告 の発 送 日
0 8 . 0 3 . 2 0 1 3 9 . 0 3 . 2 0 1 3

国 際調 査機 関 の名 称 及 び あ て先 特許 庁審 査 官 （権 限 の あ る職 員 ） 4 V 4 4 3 6

日本 国特 許 庁 （I S A J Ρ )
木 村 拓哉

郵 便 番 号 1 0 0 — 8 9 1 5
東 京 都 千 代 田区霞 が 関三 丁 目 4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 4 8 3

様 式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月 ）



国際調査報告 国際出願番号 P C J P 2 0 0 8 1 6 2 9

C (続き） . 関連すると認められる文献
引用文献の 関連する
カテ ゴ リー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、その関連する箇所の表示 請求項の番号

Y JP 6-33024 A (関西ペ イ ン ト株式会社） 1994. 02. 08，特許請求の範
囲，段落 【0001 】， 【0066 】 （フ ァ ミ リー な し）

JP 8-209077 A (積水化学工業株式会社） 1996· 08. 13，特許請求の範 1-9

囲，段落 【0010 】，実施例 （フ ァ ミ リー な し）

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ページの続き） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 1 6 2 9

請求項 1 〜4 , 7 〜9 は、海水 中に浸漬す ることによつて初期弾性率が上昇す るとい う所望
の特性 を有す る、あ らゆる粘着剤組成物及び粘着テープを包含す るものであるが、P C T 第 5
条 の意味において開示 されてい るのは、明細書に記載 された特定の粘着剤組成物及び粘着テ一
プのみであ り、 P C T 第 6 条 の意味での裏付 けを欠いてい る。

また、上記所望の特性 を有す る粘着剤組成物等には、 どのよ うな粘着剤組成物等が含 まれ、
どのよ うな粘着剤組成物等が含 まれない の か 、当業者 が理解 できないか ら、請求項 1 〜4 , 7
〜9 は、 P C T 第 6 条 の意味での明確性 も欠いてい る。

よって、調査 は、明細書に裏付 け られ、開示 されてい る範囲、す なわち、請求項 5 〜6 に記
載 の粘着剤組成物、及び 当該粘着剤組成物か らなる粘着剤層 を含む水生生物付着防止粘着テー
プについてfi つた。

式 P C T I S A 2 1 0 (特別ページ） （2 0 0 9 年 7 月）
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